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《論文要旨》 
 
Psychological Studies on Attitude and Social Norms  
after the 2011 Great East Japan Earthquake 
（東日本大震災後の態度・規範に関する心理学的研究） 
 
 本論文は東日本大震災発災直後から，約 3 年間に亘って実施した研究をまと
め，東日本大震災に対する態度・規範について心理学的考察を行ったものであ
る。本論の研究課題に関連する先行研究は，まず，災害時における犯罪や略奪に
関する研究を概観した。災害時の行動に関して，ルーティン・アクティビティ理
論（Cohen＆Felson, 1979），パニック神話（Clarke, 2002），集合行動の説明理論
である感染理論（Le Bon，1895）や収斂理論（Allport，1924）や創発規範（Turner 
& Killian，1972）等が挙げられる。集合行動によれば，災害の発生は，成員の感
情や行動を均質化させ，それによって規範が弱体化・消失することで逸脱行動が
生じると考える。東日本大震災以降の犯罪発生件数は，パニックではなく，災害
ユートピア（Wolfenstein，1957）に似た状況であったことを示唆している。 
また，災害時とその後の復興活動に必要不可欠な助け合いの動機について述べ
る。被害経験を共有することは，社会的カテゴリー化を通じて内集団化を促進す
る可能性が考えられる。Levine & Thompson（2004）によれば，すなわち内集団
化が災害援助意向を促進することを示した。社会的カテゴリー化の観点からは，
被害の程度が共通する地域を内集団とみなす可能性がある。被災地とその他の
地域で地域同士の信頼感が異なることを示した仁平（2014）のデータは，被災
地から離れるほど人的なつながりが希薄になり，被災者に対する共感が低下し
たこと，いわゆる身元の分かる被害者効果（Identifiable Victim Effect：Schelling，
1968）が影響している可能性を示唆する。 
本論文の 10 篇の研究は，５つの課題を解決するために行われた。以下のよう
に，各目的に添って結論ができた。 
目的 1 は東日本大震災被災地における被災者の行動を，逸脱行動/愛他行動の
観点から検討する。そのため，日記・メモ・写真・ブログ（研究１），及び目撃
した逸脱行動の自由回答（研究２）を集めて分析した。その結果，東日本大震災
被災地における被災者の震災直後の行動について，逸脱も生じたが，愛他的な行
動のほうが多く実感されていたことが示された。この結果は災害時の行動に関
する先行研究と一致し，災害時にはパニックが稀であり，災害ユートピアともい
うべき状況が現実に生じ得ることを確認できた。 
目的 2 は災害時に目撃された行列をきっかけとして，東日本大震災後の社会
規範を質問紙調査によって検討する。平常時−非常時と比べて各逸脱行動に対
する許容度が異なるか宮城県・福島の大学生（研究 3），及び東日本大震災の激
甚被災地 3 県，及び大きな災害体験のない地域 3 県の住民（研究４）に平常時・
非常時の設定で許容性を求めた。平常時における逸脱行動も，災害時には許容的
になること，逆に，買い占めやえこひいき販売のような災害時に一層迷惑になる
行為については非許容的になることが示された。理論的に示されていた創発規
範を，量的に実証することができた。 
目的 3 は東日本大震災後の原発事故に対する態度と，それが復興活動への賛
否に及ぼす影響を明らかにする。研究 5 は，原発に対する宮城県と東京の大学
生の態度を調査した。その結果，認知的因子（原子力発電の性能，関係機関への
信頼）及び感情的因子（放射能汚染の恐怖）が抽出された。そして，復興活動の
賛否に対しては，認知的な因子は影響せず，放射能汚染への恐怖という感情的因
子のみが影響することが分かった。原発・放射能問題は，客観的事実の提示によ
る認知の変更ではなく，感情的解決が必要であることが示唆された。 
第 4 の目的は，研究 6・7・8 が対応し，東日本大震災後の復興活動に対する
態度・復興活動に関わる人物への感情の地域差を検討し，被災地との距離・被災
の程度・災害史の影響を明らかにする。復興活動に対する態度には，震災瓦礫の
処理，被災地の経済促進，被災者の心理的サポートには賛意が得られやすいが，
相手側を危険にさらすほどの活動には反対意見が多かった。その傾向は，被災地
の人で一層高かった。また，復興に関わる人物（推進者・阻害者）を対象とした
感情評価の構造として，正の感情因子・負の感情因子が抽出された。地域差に関
しては，被災地の人々は復興阻害者に対して，他の地域よりも否定的な評価を与
えていた。地域差については，物理的な距離が隔たるほどに復興協力への意識が
希薄化する傾向があるだけでなく，被災経験などの共感材料の多寡が影響して
いることが示唆された。 
最後に，目的５は海外の人々が，東日本大震災被災者の行動をどう感じていた
かを明らかにする。台湾（研究９）・韓国（研究１０）における面接調査の結果，
これら近隣諸国でも放射能による健康被害への懸念が認められ，原子力発電へ
の信頼感が低下していた。また，日本からの食料や日本への観光も不安視されて
いた。また，東日本大震災における日本の被災者の態度はこれらの国で高く評価
されており，自国において同様の態度をとることは難しいと考えられていた。 
以上，東日本大震災発生から３年の間に行った調査によって，被災直後の被災
者の行動，災害時における規範の変化，原発に対する態度，復興活動に対する態
度の地域差，周辺諸国への影響を明らかにすることができた。視野を被災地から
国内他地域，そして海外へと拡大する形で，東日本大震災が社会にもたらした影
響を，幅広くとらえることができたと考える。 
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本論文は、東日本大震災の発災直後から約 3年間に亘って実施した調査データに基づいて検討
を行ったものである。調査対象は，激甚被災地から，周辺の軽微被災地（山形・秋田・東京等），
遠方の非被災地（京都・兵庫・広島等），さらには海外（台湾・韓国）と広範囲に亘っている。 
第 1章では，災害時における被災者の行動に関連する先行研究を概観し，研究目的を明示した。
東日本大震災では，被災者が秩序を守り，穏やかな避難生活が営まれていたとする報道や，実際
に犯罪認知件数が低下したことを示す警察庁の統計がある。この状況は，過去にも「災害ユート
ピア（Wolfenstein，1957）」現象として報告されている。災害ユートピアが成立する背景として，
災害時のパニックは，実はきわめて稀であるという「パニック神話（Clarke, 2002）」の主張，
集合行動理論における創発規範（Turner & Killian，1972）などを取り上げ，5つの研究目的を
設定した。 
第 2章では，東日本大震災被災地における被災者の行動を，逸脱行動/愛他行動の観点から検
討した（目的 1）。被災直後から地元紙などを通じて被災者に呼びかけて提供していただいた日記
や写真（91件）によって震災直後の状況を定性的にとらえ，宮城県内で実施された市民講座や授
業において 161名を対象とした質問紙調査を行い，被災者が利己的な逸脱行動ではなく，愛他的
な行動に注目していたことを明らかにした。 
第 3章では，東日本大震災後の社会規範を質問紙調査によって検討した（目的 2）。宮城県・福
島県の大学生 170名を対象とした質問紙調査，激甚被災地 3県・非被災地 3県の計 3,836名を対
象としたインターネット調査を実施し，災害時，多くの逸脱行動には許容的になるが，逆に買い
占めやえこひいき販売には非許容的になることを明らかにし，創発規範の存在を量的に実証する
ことができた。 
第 4章では，福島第⼀原発事故に対する態度を検討した（目的 3）。宮城・東京の大学生 289 名
を対象にした質問紙調査より，認知的要因（原子力発電の性能・関係機関への信頼），感情的要
因（放射能汚染の恐怖）の 3因子を抽出した。原発への態度・復興活動への賛否は，感情的要因
のみが特徴付けることを明らかにした。 
第 5章では東日本大震災の復興活動に対する態度の地域差を検討した（目的 4）。宮城・東京・
神戸の，計 416 名の大学生を対象とした質問紙調査，激甚被災地・軽微被災地・遠方の非被災地
の，計 779名を対象としたインターネット調査の結果，地理的な近さが共感的態度に結びつくだ
けではなく，類似した災害の体験・歴史が共感的態度に結びついていることを明らかにした。 
第 6章では，海外から見た東日本大震災像を検討した（目的 5）。台湾（65名）・韓国（20名）
の社会人・大学生を対象に，留学生を介した面接調査を実施したところ，東日本大震災の被災者
の落ち着いた行動への驚嘆が顕著であり，概ね報道と一致する感想が得られた。 
第 7章では，以上の知見を集約し，東日本大震災の被害を日本全体がどう受け止めたかについ
ての俯瞰的考察を試みている。 
以上の研究知見は。東日本大震災の社会にもたらした影響を心理学的側面から描くものであ
り，将来の大災害の備えとなる，貴重な示唆を提供するものである。よって、本論文の提出者は
博士（文学）の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。 
 
